市立小学校に民間から赴任した校長が在任１年足らずで自死した事件に関し，県教委及び市教委それぞれの調査報告書が作成・公表されたことによって,県教職員組合及びその構成員が名誉を毀損されたなどとして， 損害賠償を求めた訴えにおいて，県教委及び市教委による公表行為に国家賠償法１条１項にいう違法が あったということはできないとされた事例 by 天本 哲史
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体及びその構成員 (以下 ｢Y｣ という｡ 原告, 控訴人, 被上告人｡) が,
尾道市立小学校に民間から赴任した P校長が在任１年足らずで自死した
事件に関し, 広島県教育委員会 (以下 ｢県教委｣ という｡) 及び尾道市教
育委員会 (以下 ｢市教委｣ という｡) がそれぞれ作成した調査報告書の公
表によって名誉を毀損されたなどとして, 広島県及び尾道市 (以下 ｢X｣
という｡ 被告, 被控訴人, 上告人｡) に対し, 国家賠償法 (以下 ｢国賠法｣
という｡) １条１項に基づく損害賠償等を求める事案である｡
P校長は, 平成14年３月末まで, 銀行副支店長の職にあったが, 県教委
による選考を経て, 同年４月１日, 尾道市初の民間人校長の１人として市
立小学校長に採用され, 高須小の校長を命じられた｡ P校長は, 平成15年
３月９日, 自らの非力で迷惑をかけたことをわびる趣旨の遺書を残し, 高
須小内で自死した (以下, この事件を ｢本件事件｣ という｡)｡
県教委は, 本件事件の原因解明と適正な再発防止策の検討のため内部に
調査委員会を設置し, 同年５月９日付けで ｢尾道市立高須小学校問題の調
査結果について｣ と題する報告書 (以下 ｢県報告書｣ という｡) を作成し
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た｡ 市教委も, 本件事件の原因究明のため内部に調査委員会を設置し, 同
日付けで ｢尾道市立高須小学校問題調査結果について｣ と題する報告書
(以下 ｢市報告書｣ といい, 県報告書と併せて ｢両報告書｣ と総称する｡)
を作成した｡ 両報告書は, 同日, 公表された｡
両報告書は, いずれも P校長が教職員や PTAへの対応に苦慮していた
こと, 教頭が相次いで休職したこと, うつ病を悪化させたこと等の本件事




第一審は, 両報告書の公表行為については, その公表方法 (両報告書作





























































































































あり, もし, 右事実が真実であることが証明されなくても, その行為者に
おいてその事実を真実と信ずるについて相当の理由があるときには, 右行
為には故意もしくは過失がなく, 結局, 不法行為は成立しないものと解す






て, 当該基準によれば, 行政による公表が, 公共の利害に関し, 公益目的
で行なわれ, かつ, 公表内容に真実性ないし真実と信ずるについての相当








































によれば, 行政による公表が, 公共の利害に関し, 公益目的で行なわれ,
かつ, 公表内容に真実性・相当性が存在する場合であっても, 公表が不必
要ないし不相当である場合には, 違法性が肯定されることになる｡ そして,





















として, 本件公表の違法性を認めた｡ 一方, 本判決は, 経過記述部分につ



















段 (方法及び態様) といえるか否かなどの点を総合的に検討して, 社会通
念上許容しうるか否かを判断すべきである｡｣ として違法性判断に ｢比較
衡量の法理｣ を用いるとしつつ, ｢本件公表行為については, その公表方











も, 本件公表の違法性を認めなかった｡ 一方で, 本判決は, 公表により得
られる利益と生じる不利益を比較衡量することや手続保障を検討すること
はされなかったことから, 本判決が ｢比較衡量の法理｣ に基づかないこと
を表していると言い得るように思われる｡
以上のように, 本判決は, 如何なる違法性の判断基準を用いるかを明言
していないが, 原審と同様に ｢真実性・相当性の法理｣ を用いて判断して
おり, 真実性の証明を主たる争点として原審との判断に差が生じた｡ また,













































(３) ｢奈良民商事件｣ 最一判平成５年３月11日民集47巻４号2863頁, ｢非嫡
出子住民票続柄記載事件｣ 最一判平成11年１月21日・前掲注(２), 最一
判平成18年４月20日 D 1－Law (28110992) のそれぞれを参照のこと｡
(４) 最二判昭和58年２月18日民集37巻１号101頁参照｡
(５) ｢署名狂やら殺人前科事件｣ 最一判昭和41年６月23日民集20巻５号
1118頁 [1119頁]｡ なお, 五十嵐清 『人格権法概説』 (有斐閣, 2003) 48
頁は, 当該判例を ｢不動の判例｣ と評している｡





につき, ｢真実性・相当性の法理｣ によって, 東京都による名誉毀損に





当するもの｣ とした｡ 東京地判平成５年７月13日判タ835号184頁 [187
頁] は, 警察白書に, 北朝鮮工作員の指示を受けてヨーロッパ等で調査
活動に従事した旨を書かれた女性が, 名誉毀損として国を訴えた事案に
つき, ｢国民の知る権利 (別の言い方をすれば, 国家機関の広報活動)
と他の法益との調整原理として, いわゆる真実性, 相当性の理論が適用
されると解すべきである｡｣ とした｡ その他, 東京地判昭和56年11月２
日訟月28巻１号97頁, 京都地判平成15年８月22日 D 1－Law (28082620),
岡山地判平成25年12月20日 D 1－Law (28221113), 東京地判平成27年３
月10日 LEX / DB (文献番号25525060), 東京高判平成27年11月18日
LEX / DB (文献番号25541835) のそれぞれを参照のこと｡
(７) 最大判昭和44年６月25日刑集23巻７号975頁 [977頁]｡ なお, ｢署名狂




(８) 行政による公表の違法性判断について ｢真実性・相当性の法理｣ を用
いることに批判的ないし疑問を呈する旨の見解としては, 阿部泰隆 ｢判
批｣ 判自236号 (2002) 117頁, 久保茂樹 ｢判批｣ 自研79巻１号 (2003)
129頁, 鈴木秀美 ｢判批｣ 法時75巻12号 (2003) 120頁, 瀬川信久 ｢判批｣
判タ1107号 (2003) 72頁, 松井茂紀 ｢名誉毀損判決の動向｣ 判タ598号
(1986) 125頁のそれぞれを参照｡
(９) 大阪地判平成14年３月15日判タ1104号86頁 [114・116頁]｡
(10) 瀬川・前掲注(８)72頁は, 当該違法性の判断枠組みを ｢比較衡量の法








256号順号10589), 那覇地判平成20年９月９日 LEX / DB (文献番号
28142122), 東京高判平成25年11月27日判時2219号46頁のそれぞれを参
照｡
(11) 佃克彦 『名誉毀損の法律実務』 (弘文堂, 第２版, 2008) 326頁, 吉田
和夫 ｢判批｣ 判時1968号 (2007) 206頁のそれぞれを参照のこと｡
(12) 瀬川・前掲注(８)72頁は, ｢比較衡量の法理｣ の内容としては, 加害
活動と被侵害法益との価値の比較, 代替手段との比較, 手続保障, を挙




(13) 阿部・前掲注(８) ｢判批｣ 117頁は, 行政による公表は, ｢行政処分の

















(22) 本判決の判例評釈である, 関述之 ｢判批｣ 行政判例研究会編 『平成22
年行政関係判例解説』 (ぎょうせい, 2012) 201～201頁は, 本判決が,
違法性判断基準につき ｢真実性・相当性の法理｣ と ｢比較衡量の法理｣
の双方に親和的な判決であると評する｡
(桃山法学 第26号 ’17)312
